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16～17 年間の 2 年間の計画が認められたが、その





























































































 プロジェクトの期間としてはまず平成 16 年～17
年度の 2 年間が認められ、この期間における経費総
配分額は 525 万円であった。続いて今回の報告の主















































既成の Computer Assisted Language Learning 





課題として取り組んだ（以下 3.1 節および 3.2 節）。 

























































































まず 3.1 節においては、本プロジェクトのこの 2 年
間の活動の中心をなした CALL 教材を用いての教
育・研究活動について述べ、次に 3.2 節においては








3.1  CALL 教材を用いた教育・研究活動 


















3.1.1  e-learning システムの導入 











































































































利用して e-learning 可能なユーザ数）を 1000 とする
契約を結んでいた。これは教育学部・経済学部・シ
ステム工学部の 1 学年定員（890 名：当時）から算
















を 1000 から 2000 に増加させる決断を下した。これ

























































成 18 年 10 月に出版社大手の旺文社との合弁会社チ



























































式 TOEIC テストの 2 回分（200 問×2 回分）。 
(e)「TOEIC テストスーパー模試シリーズ」：
TOEIC の７つのパートの出題内容・形式に即した
模試問題を 3 回分（計 600 問）収録した教材。上記
(c)の教材が演習中心であるのに対し、こちらはより
本番の試験に近い設定。教材の目標スコアは 600点。 
(f) 「新 TOEIC テストハイパー模試」 
平成 18 年度に新たに導入したもの。基本的には
上記の教材 2 点と同様の方針で編纂された教材であ




われた。また Part 6 と Part 7 については出題の形
式や方法も含めて大幅な変更が行われた）。したが





ので、もちろん上記の教材 2 点(d), (e)の価値もまだ
存在する。 
(g)「TOEFL テスト完全攻略」 






































用させた。その際に学生には以下の 2 点を指示した。 
 （１）学内外からの CALL へのアクセス時間（教
員が把握できる）を成績に反映させるので、積極的
なアクセスを求める。 










































































  １位 「英文法徹底トレーニング」 （１１票） 
  ２位 「ＴＯＥＩＣ完全攻略」 （９票） 
  ３位 「英文速読・語彙徹底トレーニング」  
（５票） 


























































































































































































ジェクトでは、平成 17 年度と 18 年度において、国
際教育研究センター(IER)において夏休みを中心に
行った補習である TOEFL 対策講座の受講生に対し
































































































































































































































































































































取り組むプランが考えられる。 ４） 通訳養成プログラムでは、全学的な取り組みのもと、各学部の教員が各々の専門を活かして学生の指導に当たっていた。英語のスキル面における訓練のみではなく、例えば新書（日本語）を要約する等の幅広い知識の吸収を目的とする指導がなされていた。つまり、国際コミュニケーション教育においては、英語運用能力の向上が主たる目的になる場合が多いが、肝心な点は、ツールである英語を使用して話すべき内容を持っていることであることを忘れてはいけない。 
 通訳養成プログラムから、特定の目的達成のために学生の能力を高めてゆく方法についての認識を深めることができた。機器の投入とそれの有効な活用、教材の選定、教師の適切な指導、ハード面とソフト面、そしてマンパワーが効果的に結びついてこそ、学生の能力を引き出してゆけるのである。留学準備英語学習プログラム(案)を検討するうえにおいて、また e-learning をとおした国際コミュニケーション教育を推進するうえにおいても、e-learning教材の利便性の追求だけでなく、そのコンテンツを厳選する、あるいは国際教育に相応しいコンテンツを作成してゆくことが必要とされるであろう。さらに、学ぶ主体は学生であるが、常に学習の進捗状況を把握し、適切な助言を与え、導いてゆく指導者も不可欠であると思われた。 本プロジェクトで取り組んだような e-learningというは、時間的な制約を受けずに、しかも個別に自らのペースで学習ができる新たな学習形態を提供できるものであると言える。この新たな学習形態である e-learningは、英語等の語学学習において、言語によるコミュニケーションを図るための礎となる4 技能（聞く、話す、読む、書く）の基礎力を確かにするための学習手段として有効であろうと考えられる。4 技能の確かな基礎力を養うためには、ある程度単調な反復練習を繰り返し、身体反応としての即応性を高める必要があろう。そのような技能訓練的正確を帯びた練習を集団で実施することには、あまり学習効果が期待できない。加えて、CD等によるリスニングやモデル発話の繰り返し練習等は、個人の自主的で、継続的な学習の積み重ねによってこそ、効果が期待されるものである。すでに開発が進んで
いるが、段階的にシステム化されたコンテンツを持つ e-learning教材を利用しての、時間的、空間的制約のない個別学習は、単調な反復練習を興味ある学習へと変えてくれるであろう。そして、それによる学習者の基礎力向上は、授業内における、学習者のレベル上のばらつきがもたらす指導者負担を軽減させる手段ともなりうるのではないか。 このような利点を留学準備に特化した英語学習に活かし、すでに国際教育研究センター実施されている留学のためのガイダンスや本プロジェクトを通して得られた成果と知見を融合し、e-learningを活用した留学準備のための英語学習プログラム(案)を具体化させるとどうなるであろうか。以下に 5つのステージに分けて示す。  �����（��（1��1��� 
Stage 1 留学に関するガイダンス⇒学習診断テスト（e-learning）⇒個別の留学カウンセリングⅠ
Stage 2 個別学習・TOEFL対策(e-learning)⇒TOEFL受験①⇒カウンセリングⅡ 
Stage 3 個別学習・TOEFL対策(e-learning) + 補習講座あるいは夏期集中講座（指導者によるシャドーイング訓練等を取り入れた集団学習→リーダーを中心としたグループ学習へ）⇒TOEFL受験②⇒カウンセリングⅢ 
Stage4 個別学習・TOEFL対策(e-learning)⇒交換留学生派遣ガイダンス⇒希望留学先の選択 
Stage5 個別学習・TOEFL対策(e-learning)⇒TOEF受験③⇒カウンセリングⅣ（留学先の決定）
 プログラムは 1 年から 1 年半をかけて、最短でTOEFL を 3 回程度の受験で、留学に必要なスコアの取得を想定している。大まかに５つのステージで構成される。Stage１では、留学とは何か、交換留学制度とはどのようなものかを知り、TOEFL が留学のために必要であることを意識付ける段階である。e-learning を利用して個別に学力診断テストを実施し、英語学力の現状を把握した上で、プログラム担当教員あるいはコーディネーターがカウンセリングⅠを行い、学習者と共に今後の学習計画を練るのである。Stage２では、TOEFL受験を目標に、学習計画に則り e-learningを利用しての個別学習を進め、TOEFL を受験する。その結果をもとにカウンセリングⅡが実施され、必要に応じて学習計画に修正が加
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えられる。Stage 3では、引き続き e-learningを利用しての個別学習を進める。さらに補習授業あるいは夏季休暇等の長期休暇を利用しての集中講座を開設し、シャドーイング訓練等を取り入れた集団学習を実施する。その後、訓練方法を身につけた学生をリーダーとして、数回のグループ学習を継続し、第２回目の TOEFL受験に臨む。その結果を踏まえてカウンセリングⅢを行い、学習者の支援を継続する。Stage4でも、e-learningを利用しての個別学習は継続される。この頃に、交換留学派遣ガイダンスが実施され、そこで得られた協定大学の情報をもとに具体的な留学先を検討する段階に入る。最後の Stage5では、e-learningを利用しての個別学習は仕上げの段階に入る。第 3回目の TOEFL受験を行い、その結果目標得点をクリアしていれば、カウンセリングⅣおいて、充分に留学プランを話し合った後、留学先の決定となる。目標がクリアできなかった場合、Stage5の段階を継続する。 以上 e-learning を活用した留学準備のための英語学習プログラム（案）について述べたが、課題としては、現在利用している既成のコンテンツですべての学習段階をカバーできるかどうかを検討する必要がある。より効果的に学習を進めるためには、新たな教材を作成する必要が生じる可能性を含んでいる。また、プログラムは、e-learningを活用した学習者の個別学習によって進められるとは言うものの、プログラム全体のコーディネートとカウンセリングや集中講座の指導にあたる人材が必要であり、現在留学ガイダンスを担当している本センターのスタッフの協力のもとに、学習者を支援してゆく体制を固めなければならないであろう。  
3.3.5 
	  プロジェクトメンバーの一人である齊藤（経済学部）が中心となって、学外で行われたディベート活動に（時には学生を伴って）積極的に参加するとともに、その経験から学生の国際コミュニケーション・スキルを向上させるための方策について考察を進めた。 ディベートの基本的なルールは、①論敵に敬意を表すること､②公平の精神に則り､論争のルールを守ること､③論題に関してお互いに十分調査し､真摯な態度で建設的に検証しあうことである｡これらの特
徴のために、ディベートは国際コミュニケーション教育において重要な意味を持つ。 以下に和歌山大学の教育の現場において用いたディベートの方法と意味､そして実践例について述べる。   サッカー・ディベートは、国際ディベート学会会長 松本道弘氏の発案によるディベート形式で、人間の論理を知的な面（石と風）と情的な面（火と水）に分け、その 4つ及びその交差する点（空）の５つの役割を各人が担い、ディベートを行うというものである。尚、通常はバイリンガル・ルールを用いているため、バイリンガル・ルールでサッカー・ディベートを紹介するが、英語のみ、日本語のみでも行うことができる。 サッカー･ディベートのルールは以下のとおりである。 １．参加人数：一試合１０名。原則として、肯定５名、否定５名。 ２．参加選手：老若男女、国籍を問わない。 参加チームは１チーム最低４名（最高１０名）で、それぞれが石・風・火・水のいずれかの役割を担い、２チーム（全体で最低８名，最高２０名）が対戦形式で議論を行う。少なくとも１チーム４名（２チーム８名）でサッカー・ディベートを行うことができるが、通常は各チームに１名（最高２名）の空の役割を担う者が参加し、基本的には１チーム５名（全体で１０名）で行われる（１チーム１０名の場合は１つの役割を２人が担当する）。 ３．試合時間：５０分 一試合の時間は５０分とする。「サッカー・ディベート」の時間では全選手が議論に参加し、主審の合図のもと日本語と英語を使い分けたバイリンガルな議論を、まるでサッカーを行っているかのように縦横無尽に蹴り合う。判定については，各役割をどれだけ忠実に役目を果たしたか、またどれだけ説得力のある主張を展開できたかということを基準にして、役割ごとに１名の審査員が判定し、得票の多い側を勝者とする(齊藤久美子 『サッカー・ディベートを通した論理的思考能力の向上』 Working Paper Series  No.3-29 ，和歌山大学
経済学部，２００３．７ページより引用)  ４．流れ： 
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       主審による開始宣言       第一立論（英語 3分） 反対尋問（日本語 3分） 第二立論 （英語 3分） 反対尋問（日本語 3分）      作戦会議（両方の言語使用可 2分） サッカー・ディベート（前半と後半各 4分、主審の合図によって日本語と英語が入れ替わる）      作戦会議（両方の言語使用可 2分） 第一反駁（英語、肯定側・否定側各 3分） 第二反駁（日本語、肯定側・否定側各 3分）      ジャッジ会議と講評(10分)      判定（4分） 
 サッカー・ディベートも他のディベートも、『立論→反対尋問→反駁』という基本的な流れは変わらない。また、先に述べた、ディベートの定義の①厳密なルールがあること②フォーマルな議論であること③判定団という第３者が討論の善し悪しを科学的に判断すること、という３つの特徴はサッカー・ディベートにも当てはまる。しかし、サッカー・ディベートには３つの大きな特徴があるように思われる。 第１の特徴は、三角ロジックや六角ロジックといった概念を用いて、ディベートの中で最も抽象的である『科学的』という言葉であったり、『論理的』といった言葉を視覚的に捉えやすくしている点にある。石・風・火・水・空という異なる役割を演じることによって、ディベーターは自分のするべきことが明確になり、その役割に適した能力を習得しやすくなるのである。 第２の特徴は、サッカーとついているようにチーム戦というところである。各人が役割分担しているため、メンバー同士の準備段階、作戦タイムでのコミュニケーション、意見の統一が大事になってくる。 第３の特徴は、バイリンガル・ルールやサッカー・ディベートという全員参加型のステージを設けることで、非常にスピーディーに、リズムにのって議論が展開されるという点である。これにより、ディベーターは用意された台本に乗っ取ってディベートを進めるだけではなく、常に状況判断をせまられ、柔軟な思考を生み出すきっかけになる。  さて、このサッカー・ディベートを和歌山大学の齊藤のゼミナール（経済学部）で活用した。  齊藤ゼミではここ数年夏休みを利用して、和歌山




本報告をしめくくるにあたり、この節では、本プロジェクトの行ってきた様々な研究・教育活動が本学の将来の国際的教育・研究活動に関して、とりわけe-learningや国際コミュニケーション教育が関係する場合について、本プロジェクトがどのような示唆を与えることができるかを考察してみたい。 まず e-learningを本格実施する際には、学内において、どのような方法と体制が必要であり、また実施可能かという検討が今後必要となる。すでに 2006年の前回の報告で述べたとおり、本プロジェクトは活動の前半 2年で、(1)e-learningはかなりの労力（あるいは（ウー）マンパワー）を要求する、そして
(2)e-learningを専門的に（学内での役割分担が明確に認識されていることが重要だという意味である）扱う適切なスタッフと部署が必要である、などの貴重な教訓を得ている。本学においてどの程度
e-learning を取り入れるべきかの度合い、また
e-learning関連に割くことのできる予算の規模等々の問題は本プロジェクトの範囲を超える。しかし、もし本プロジェクトのような試行的かつ小規模の試みを超えて e-learningを本格的に導入し、成果を上げるということが全学的に決定され、それが全学的課題となった場合、この 2点の教訓を活かすのが必須だということは、本プロジェクトの研究活動から確実に言える。 国際コミュニケーション教育の中でも中心的な位置（の一つ）を占めることになると考えられる外国語教育カリキュラム全体の中で、e-learningを将来どのように位置づけていくべきか、という問題の検討もそれに並んで重要である。本プロジェクトで展開された研究活動は試行的かつ小規模な範囲にとどまり、e-learningを外国語教育カリキュラム全体の中に位置づけるには至っていない。本プロジェクトは外国語教育カリキュラムを決定する権限を持たないので、この位置づけを考えるためには外国語カリキュラム全体の構成を考える議論の結果を待たなければならない。しかしここで重要なことがある。それは、e-learningを導入するとしても、それに外国語教育のすべてをゆだねることは到底不可能だということだ。 このことはつまり、外国語教育カリキュラム全体を成功に導くためには、e-learning と（従来型の/あるいはそれを改良したものとしての）face-to-face の授業は適切に組み合わせることが必要だというこ
とである。すなわち、e-learningを用いた外国語教育は、その特徴を十分に考慮した上で、それが最も成果を生み出すような分野に集中的に用いなければならない。本プロジェクトで導入した教材の一覧（3.1 節および 3.2 節を参照）から分かるとおり、現在までに開発されたe-learning教材には明らかに得意分野がある。つまりそれは、基礎の確認（3.1節で紹介した多くの教材）、そして検定試験のような形式が決められている言語活動の練習（3.1 節の
TOEIC、TOEFLおよび英検試験対策の教材および
3.2 節で紹介した教材）には適している。逆に、知識との有機的なリンクを求めるようなレベル、すなわち議論や発表というより高度なレベルにはそれほど有効ではない。そのレベルになったときに最も必要とされるのは、生得的な言語能力を持ち、（時には間違えつつも）その言語能力を生かしうる生身の人間であり、ここに face-to-face の授業の有効性がある（3.3 節における議論も参照）。この意味で言えば、将来 e-learningが最も有効に働きうるのはまず、高校までの英語の基礎がしっかりと習得されていないような学生の基礎固めであり、ついで英語検定試験のための対策であろう。これを超えた部分については face-to-face の授業での展開の方がより有効であり、また実りがある。 前回の報告でも言及したが、外国語の学習段階は
3 段階に分けられる。すなわち、「通じる」段階、そして「使える」段階、最後に「極める」段階である。学生のレベルや学部のレベルに応じ、要求される段階はそれぞれ異なりうる。一方で、その要求自体がそもそも実現可能であるかどうかという吟味もまた注意深く行わなくてはならない（このことは個々の学生についても、また学部・学科についてもあてはまることだ）。そうしたこの中のどの段階を外国語学習のパッケージとして提供していくか、おそらくはその議論を深めていく過程で、外国語カリキュラムの中へのe-learningの適切な組み込み方もおのずと明らかになっていくに違いない。 最後に本プロジェクトの課題の一つとしてあげた国際コミュニケーション教育のプログラム化については、時間不足もあって十分な提案を行うことができなかったことは残念である。しかしながら第 3節に記述したいくつかの試みにみるように、すでに本プロジェクトの中からもすでに次の発展に向かう萌芽的なアイディアが現れていると思われる。今後こ
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れらのアイディアをさらに検討して、新たな展開を行っていくことが望まれる。 これらの萌芽的な試みからいくつか有効な示唆を得ることもできるだろう。たとえば、通訳養成プログラムの参与観察では、短期の補習講座等によって訓練方法を学んだ学生がリーダーとなり、グループで自主的に取り組む学習形態が注目された。ともすれば教師と学生が対峙するような場面が現出する通常の授業形態とは異なり、自主的な学習を織り上げてグループ全体の外国語能力向上につなげていくような方法が実行可能であることを確かめたことは注目に値する。ディベートのように、全員が何らかの役割を持ちつつその場に参加する言語活動についても同様の可能性は指摘できるだろう。とすれば、国際コミュニケーション能力の向上にとって、何らかの方法でその場に参加していくような場を確保することが重要だという一般化がおそらく可能であろう。この一般化を e-learningに適用するなら、教材の利用者が学習者の立場から出ることのないような
e-learningは、たとえ初歩的なレベルでは有効であっても、その有効性には限りがあることを示唆していると思われる。 一方同じく通訳養成プログラムの参与観察からは、各学部の教員が専門を活かして学生の指導にあたっていることが確かめられた。そこでは、英語のスキル面のみでなく、幅広い知識の吸収（たとえば新書を要約する）という点も指導されていた。このことは、国際コミュニケーション教育において、英語運用能力の向上のみを主たる目的とする見方は明らかに狭く、話すべき内容を持っていることが重要だということを示唆する。このことはもちろん、ディベートのようなよりアクティブな意見の表明を行う活動においても同様だろう。この見方を e-learningに適用するなら、e-learningはあくまで出発点に過ぎず、できるだけ早い段階で学習者の外国語能力と知識（教養的または専門的）を接続するための教育が必要となってくることを示唆する。この点については、本プロジェクトの枠内にとどまらず、今後学内各所において、学生の外国語能力と知識（教養的または専門的）を接続し、活性化させる試みが展開されていくことを期待したい。 初めに述べた通り、本プロジェクトは、その前身であった ELPIC プロジェクトの時代から、国際コミュニケーション教育に関し、自由な立場から発想
を進展させることを身上としてきた。そのもとでの、プロジェクトメンバーたちの自由な連携から生じた楽しさの精神を忘れることなく、今後も本学の国際コミュニケーション教育の推進に努力していきたい。 
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 （追記）本報告は、本プロジェクトの成果報告書である論文集『e-learningと国際コミュニケーション』（和歌山大学オンリー・ワン創成プロジェクト（平成 16-19 年度）「e-learning をとおした国際コミュニケーション教育推進プロジェクト」成果報告書（2008.3、78pp.）の中に収められた「e-learningをとおした国際コミュニケーション教育推進プロジェクト：プロジェクト全体の概要」（同報告書 pp.1-28）の構成を基礎として、更に同報告書の他の部分から情報を盛り込みつつ大幅な増補改訂を施したものです。今回の執筆にあたってご意見を賜った方々にお礼を申し上げます。また「和大教員メッセ」（2006年 6月 29日、和歌山ビッグホエールにて開催）および「オンリー・ワン創成プロジェクト成果報告会」（2007 年 9 月28日、和歌山大学にて開催）におけるプレゼンテーションとその際にいただいたコメント、後者に続いた外部評価の際にいただいた皆様方からのコメントに対しても、この場をお借りしてお礼を申し上げます。   なお、本プロジェクトにおいて展開された活動の詳細については上記の報告書『e-learningと国際コミュニケーション』（和歌山大学オンリー・ワン創成プロジェクト（平成 16-19 年度）「e-learningをとおした国際コミュニケーション教育推進プロジェクト」成果報告書（2008.3、
78pp.）がすでに全貌を報告しております。今回の報告ではスペースの関係もあってその全てを網羅することはできませんでしたが、本プロジェクトにご関心がおありの皆様には、どうぞこちらの成果報告書をご一読くださるようお願い申し上げます（入手方法・参照方法に関しては和歌山大学国際教育研究センター(IER)にご連絡ください）。  
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